
　平成27年度　土木事業（箇所付）の概要
土木企画関係事業の概要（土木企画課）

○地域の安全安心推進事業費　　　　　１２箇所　　１，６００，０００千円

土木部が所管する公共施設について、住民からの要望に迅速かつ柔軟に対応し、県民生活の安全性の確保、利便性及び快適性の向上を図ることを目的として、所長の判断により維持、修繕工事と小規模な施設整備を実施する。

　　　建設管理関係事業の概要（建設管理課）
○土木事務所等施設整備費　　　　　　　１箇所　　　　　　 ２，４６９千円
    土木事務所の庁舎を安全に維持するため、改造、改築、修繕等を実施する。
河川関係事業の概要（河川課）
○河川台帳等整備費　　　　　　　　　  １箇所　　　　　　 ６，６８０千円
　　河川管理台帳について汎用性を高めるため電子データ化を実施する。
〇ダム建設事業費   　　　　　　　　　  ２箇所　  　１,９００，７５２千円
  　和食ダム建設事業においては、ダム本体工事の本体打設や取水放流設備の製
作据付等を行い、春遠ダムでは水文調査や本体設計等を行う。
〇ダム改良費 　　　　　　　　　　　　  ５箇所 　      ２４８，０８６千円
  永瀬ダム堰堤改良事業においては、付属設備の整備等を行い、鏡ダム堰堤改
良事業では、ダム管理用制御処理設備の整備を行い、鏡ダム貯水池保全事業で
は、貯砂ダム管理道の整備を行い、坂本ダム総合流域防災事業では、情報収集
処理設備の整備を行う。
〇堰堤機能確保事業費 　　　　　　　　  ５箇所 　    　　２９，４００千円
  永瀬ダム、鎌井谷ダム、鏡ダム、坂本ダム、以布利川ダムにおいてダム長寿
命化計画の策定を行う。
〇桐見ダム管理費 　　　　　　　　　　  １箇所 　     　 　７，０７０千円
  桐見ダムにおいてダム本体の耐震性能照査（地震動設定）を行う。
〇坂本ダム管理費 　　　　　　　　　　  １箇所 　     　 　７，０７０千円
  坂本ダムにおいてダム本体の耐震性能照査（地震動設定）を行う。
〇ダム調整費 　　　　　　　　　　　　  １箇所 　     　　 １，２２０千円
  和食ダムにおいて定礎式を執り行う。
〇河川改修費　　 　　　　　　　　   ９７箇所 　　　　６１３，８００千円
　　安芸川外において、県単独事業として河川改修及び維持・修繕を行う。
〇河川調査費　　　　　　　　　　　　  １箇所　　　   １２９，５９０千円
　　県管理河川の河川整備基本方針及び河川整備計画策定の調査等を実施する。
〇広域河川改修事業費　　　　　　　  １２箇所　　　 　７３３，５３０千円
　　波介川外において、広域河川改修事業として河川改修を行う。
〇地震高潮対策河川事業費(全国防災） ２６箇所　　 ２，８５３，９００千円
　　南海地震に備え、国分川外において堤防の液状化対策を行う。
〇特定構造物改築事業費　　　 　　　 １０箇所　　　　 ３２６，９７０千円
　　香宗川放水路防潮水門外において、施設の長寿命化を図るため、修繕工事
を行う。
○総合流域防災事業費　　　　　　　 　 ５箇所　　　　　 ９９，７５０千円
　　久礼川外において、総合流域防災事業として河川改修を行う。また、国分川他において、CCTV設備の更新等を行う。
〇流域貯留浸透事業費　　　　　　　 　 １箇所　　　　　 ３８，５８７千円
　　江ノ口川流域外において、雨水の流出抑制を図るための貯留施設の整備を行う。
○他インフラ関連河川改修事業費　　　  ５箇所　 　　  ２６３，０３５千円
　　薊野川外において、河川改修を行う。
○床上浸水対策特別緊急事業費　　　　  ２箇所　　  １，１４０，３００千円
　　日下川外において、洪水被害の軽減を図るため河川改修事業を行う。
砂防関係事業の概要（防災砂防課）
○通常砂防事業費　　　　　　　　　　２３箇所　　　　６６４，６５０千円
    流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守ることを主たる目的に、砂防えん堤や床固工群等の砂防設備の整備を行う。
○地すべり対策事業費　　　　　　　　１２箇所　　　　２３９，４００千円
　  人家、公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等による被害を除却し又は軽減し、国土の保全と民生の安定に資することを目的に、排水施設、擁壁その他の地すべり防止施設等の整備を行う。
○急傾斜地崩壊対策事業費　　　　　　６９箇所　　　１,１８５,３５０千円
　    急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の保全とに資することを目的に、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。
○砂防等基礎調査費　　　　　　　　　３２箇所　　　　 ５３５，５００千円
    土砂災害防止法（略称）による基本方針に基づき、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定その他土砂災害防止対策のための調査が必要な区域において、急傾斜地の崩壊、土石流、地すべりのおそれがある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害のおそれがある土地の利用の状況その他の事項に関する調査を行う。
○総合流域防災事業費　　　　 　　   計６箇所   　　　１３５,４５０千円
・砂防設備等緊急改築事業費　　　　　２箇所 　　　　　 ５２,５００千円
　既設の砂防設備及び地すべり防止施設（以下「砂防設備等」という。）
について、緊急改築を行うことで既存の砂防設備等を有効活用することによ
り、地域における安全の向上を図ることを目的に実施する。
　
　・砂防総合流域防災事業費（情報基盤整備事業） １箇所　 １０,５００千円
　
・急傾斜地総合流域防災事業費（情報基盤整備事業）１箇所 ２１,０００千円
　　　土砂災害からかけがえのない人命、財産を守るため、市町村の行う避難勧告や住民の早期警戒避難を支援することを目的とした土砂災害警戒情報を適時適切に発表するため、土砂災害監視システムの改修を行う。
　・砂防設備等長寿命化計画策定事業費　　　　　　１箇所　１９,９５０千円
　

・急傾斜地崩壊防止施設長寿命化計画策定事業費　１箇所　３１,５００千円
　　　保全対象を守る観点から既存の砂防関係施設の健全度等を把握し、長期にわたりその機能を維持・確保することを目的として、修繕、改築等の対策を的確に実施するための長寿命化計画を策定する。
○災害関連緊急地すべり対策事業費　　　１箇所　 　 　 ２９４,０００千円
　　風水害・震災等により、当該年に発生し又は活発化した地すべり等について、地すべり対策事業を緊急に実施し、公共施設及びその他のものに対する地すべり等による被害を除却し又は軽減する。
　
○砂防調査費　　　　 　    　　　 　　２箇所       　　　５,５００千円
国庫補助事業新規要望のために必要な調査及び計画策定、また、地すべり移動観測調査を行う。
○砂防単独事業費　　　　　　　　　　２０箇所　 　　  ２１８,１６９千円
　　国庫補助事業の採択基準を満たさない小規模な土砂災害危険個所等を中心に、砂防関係施設の整備、及び、津波の到達が想定される急傾斜地崩壊危険区域内の急傾斜地崩壊対策擁壁に維持管理用階段（津波避難路）の整備を行う。
道路関係事業の概要（道路課）
○道路改築費　　　　　　　　　　　　　２箇所　　　　１９４，３５５千円

地域高規格道路を整備する事業であり、バイパス等の建設および新規事業化に向けた調査設計を行う。

○社会資本整備総合交付金事業費　    ２１箇所　 　２，９７３，１２６千円
国直轄事業などの他事業と密接に関連して実施する事業や大規模構造物の整備を伴う事業で、バイパスや現道拡幅等の建設を行う。

○ 防災・安全交付金事業費　　　　 ３９０箇所　 １６，００７，３４８千円
県民の命と暮らしを守るインフラの再構築や生活空間の安全確保・質の向上に資する事業で、道路改良、道路防災、橋梁耐震、道路修繕、交通安全対策等の道路整備を行う。

○道路改良費                      １６４箇所　　 ３，０７２，５０９千円
　　小規模であるが、地域の課題に対し、早急に整備を行う必要がある箇所において、道路の整備や落石危険箇所の対策、交通安全施設等の整備を行う。
都市計画関係事業の概要（都市計画課）

○都市計画基礎調査費
・都市計画基礎調査費　　　　　　　　４箇所　　　 　　７４，３１５千円
真に求められる都市構造の実現を目指すため、人口、土地利用等の基礎調査の結果を分析し、現行のマスタープランの検証・見直し、改訂素案の作成を行う。
・南海トラフ地震対策費　　　　　　　１箇所　　　 　　１２，１６７千円
　　　南海トラフ地震等の大災害発生後、都市計画区域内における都市基盤の迅速な復興を図るため、事業メニューや法的課題などを整理した「高知県震災復興都市計画指針」の策定を行う。
○屋外広告物等指導規制費
・屋外広告物等指導規制費　　　　　　１箇所　　　 　　　４，９４４千円
　　　重要な観光資源である良好な景観の保全や景観づくりへの市町村の取り組みを支援するため、景観計画を策定する際のガイドラインの作成を行う。
○都市計画街路事業費

　・社会資本総合整備事業費　　　　　　  ５箇所　　 　３１８，３２３千円
　　　安全安心な歩行者自転車利用空間の確保や都市内交通の円滑化を図るため、都市計画において決定された道路（都市計画道路）の改築や調査を実施する。
○都市計画街路単独事業費

　・都市内道路ネットワーク事業費　　　１０箇所 　１，３０４，４４１千円
　　　市街地での安全で快適な歩行者自転車利用空間の確保や、自転車交通の円滑化による環境負荷の少ない都市づくりを推進するため、都市計画道路の整備を行う。
都市公園関係事業の概要（公園下水道課）

　
○都市公園単独事業費　　　　　　　　　  ５箇所　 　　１６０，２４３千円

都市公園施設の有効で効果的な活用及び延命化を図り、施設の維持修繕等を実施する。

〇都市公園事業費　　　　　　　　　　　  ２箇所 　　　２５２，０００千円

都市公園利用者の利便性の向上や、観光や地域振興・被災時の避難地等に寄与し、これらの需要に対応した施設整備を実施する。

住宅関係事業の概要（住宅課）
○県営住宅整備事業費
・県営住宅建替事業　　　　　　　　     １箇所 　　　  ２１，９１２千円
　　　鏡水団地建替工事に係る周辺家屋の事後調査及び工損補償を行う。
・共用部分改善事業（安全性確保・長寿命化）１箇所    　９１，７９８千円
　　　蒲原団地他1団地において、外壁改修・屋根改修工事を行う。
・共用部分改善事業（安全性確保）　     １箇所   　　　１６，９３１千円
　　　横浜団地において、外壁改修工事を行う。
・共用部分改善事業（居住性向上）　     １箇所 　　　　５４，７７４千円
　　　鏡川団地他1団地において、給水設備改修工事を行う。
・県営住宅集会所耐震診断事業　 　　   １箇所 　　　 　 ４，１９３千円
　　　土佐山田団地他２団地の集会所の耐震診断委託業務を行う。
・県営住宅改修計画策定事業　　 　　   １箇所   　　　　８，２５０千円
　　　十市団地の劣化度調査及び修繕計画作成委託業務を行う。
港湾関係事業の概要（港湾・海岸課）
○重要港湾改修費　　　　　　　　　　　  1箇所  　　　　８４，０００千円
　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。
　　
○地方港湾改修費　　　　　　　　　　　  ７箇所　   　９０４，０１１千円
　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。
○港湾環境整備事業費 　　　　　　　　　  １箇所 
　    ５２，５００千円
  港湾及び周辺環境の保全・充実を図るため、緑地等の整備を行う。
○港湾施設改良費   　　　　　　　　　　 ９箇所　　　 １８３，７７４千円
　　港湾の安全利用等を確保するため、老朽化が著しい施設の補修を行う。
〇港湾管理費　　　　   　　　　　　　　 ５箇所 　　　　３３，３４９千円
　　港湾施設の適正な維持管理を行う。
〇港湾美化対策事業費　　   　　　　　　 ６箇所 　　　　１５，５５４千円
　　港湾及び海浜地等の環境美化を促進するため、港湾内の清掃、維持修繕等を行う。
〇プレジャーボート対策事業費　　　   　 ２箇所 　　　　　５，７００千円
　　港湾におけるプレジャーボートの適正な係留保管を行う。
○港湾調査費　　　　　　　　　　　　    ７箇所   　　　６５，３８０千円
　　港湾施設の整備を行うための事前調査及び資料作成等を行う。
○港湾単独改良費　　　　　　　　　　    ３箇所 　　　　７２，６５０千円
　　港湾の機能拡充や安全性の向上のための整備を行う。
○港湾維持修繕費　　　　　　　　　    １３箇所 　　　１２６，０００千円
　　泊地・航路の浚渫など港湾施設の維持修繕を行う。
〇港湾整備事業費　　　　　　　　　　    ２箇所 　　　　９５，５７８千円
　　重要港湾の維持管理及び港湾施設の整備等を行う。
○臨海土地造成事業費　　　　　　　　    ２箇所   　　１９０，０００千円
　　臨海部の用地造成を行う。
海岸関係事業の概要（港湾・海岸課）
○海岸費　　　       　　　　　　　　 ２９箇所 　　　２１８，１１５千円
　　海岸施設の維持管理や県単独改良工事を行う（海岸清掃、陸こう閉鎖、遊歩道等施設修繕）。
○耕地海岸保全費　　　　　　　　       ８箇所  　　　１８６，６２０千円
　　耕地海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（陸こう改良、堤体補強）。
○漁港海岸保全費　　　　　　　　       ５箇所        ７７１,６０９千円　　漁港海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や
改良工事を行う（離岸堤新設、陸こう改良、堤体補強）。
○河川海岸保全費　　　　　　　       １０箇所  　１，８４９，４７０千円
　　河川海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（離岸堤新設、陸こう改良、堤体補強）。
○港湾海岸保全費　　　　　　　       １０箇所  　２，０１７，９２８千円
　　港湾海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（排水機場改良、陸こう改良、堤体補強）。

